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１. 16年  3月期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)経営成績     (百万円未満切捨て表示）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 3月期
15年 3月期

  

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

16年 3月期 5 3.1 3.9
15年 3月期 5 4.8 6.9
 (注）①期中平均株式数 16年  3月期      13,009,650株　　　15年  3月期   13,020,520株 

    　②会計処理の方法の変更　　　無

    　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

円 銭 円 銭 円 銭 ％ ％

16年 3月期 5 5 95.2 2.4
15年 3月期 5 5 85.3 2.4

(3)財政状態

％ 円　　　　銭

16年 3月期
15年 3月期
（注）①期末発行済株式数 16年  3月期    13,007,646株 15年  3月期   13,010,451株

    　②期末自己株式数 16年  3月期        21,854株 15年  3月期       19,049株

2. 17年  3月期の業績予想（ 平成16年4月1日  ～  平成17年3月31日 ）

円 　銭 円 　銭 円 　銭

0
5 5

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）       13円07銭

＊ 上記の予想は本資料の発表現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後の
　  様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料１ページをご参照下さい。
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［　添　付　資　料　］

　1. 経営成績および次期の見通し

      (1) 経営成績

         当期におけるわが国経済は、大手企業における設備投資の増加傾向や株式市場の回復など、

       年度後半には景気回復の兆しが見えてまいりましたものの、イラク情勢や国際的なテロ不安

       の影響等による世界経済の減速懸念から、先行き不透明感が払拭されないまま推移いたしま

       した。

　　　   当社を取り巻く事業環境につきましては、当社製品価格の基準となるアンチモン地金の国

       際相場が、期初にはトンあたり2,500米ドル台であったものが、11月には2,100米ドル台まで

       下落しました。その後12月に入り中国の生産障害による影響や同国内での需要が増大し、地

       金に対する潜在的な供給不足への懸念から騰勢に転じ、本年3月には高値が3,000米ドルに達

       し、昨年後半に比べ30％強上昇するという激しい価格変動のあった一年でありました。

　　 　  国内の製品市況は、平成１５年通年の三酸化アンチモンの国内メーカーの出荷量および輸

       入通関量の合計から輸出通関量を差引いた推定国内需要量は 12,759トンであり、これは前

       年比704トンの減少でありました。

　　     当期における当社の販売量は、特に上半期においてはSARS問題およびイラク戦争の影響を

       受け国内需要が大きく落ち込むなか、汎用品を中心に輸入品の攻勢を受け当社においても厳

       しい状況でありましたが、下半期から住友金属鉱山(株)よりの営業譲渡に伴う新規顧客への

       販売が開始されたことが寄与して、下半期においては例年の販売量を凌駕する水準にまで戻

       り、通期としては前期とほぼ同水準の5,913トン（0.5％増加）を確保することができました。

　 　　  その結果、売上高は製品価格の上昇もあり、2,703百万円を計上し、前期比367百万円増加

       （15.7％増加）しましたが、一方、利益面では上半期において原料高に加え、操業度の低下

       による売上原価率の上昇を余儀なくされ、この影響が上半期のみならず下半期にも一部残り

       ました。　また、当期におきましては、住友金属鉱山(株)より営業譲渡を受けた新製品の生

       産に対応するため、一部生産設備の移設、増強等に費用を費やし、さらに営業譲受に係る所

       謂暖簾代の償却を開始しましたので、これが利益面に一部影響を与えました。

　 　　これらの結果、営業利益は前期比50百万円減少（34.2％減少）の96百万円、経常利益は55百

       万円減少（34.8％減少）の104百万円の計上に留まりました。

　　   当期純利益は、特別利益として有価証券の一部売却等により43百万円を計上、一方、特別損

       失として固定資産除却損等で17百万円を計上し、それらを加減し前期比8百万円減少（10.4

       ％減少）の73百万円の計上となりました。

　　　   当期の利益配当につきましては、前期と同様５円（中間配当は見送っておりますので、年

       ５円）の普通配当を実施したいと考えております。

　   (2) 次期の見通し

         今後の見通しにつきましては、原料の国際相場の不透明感、あるいは販売における輸入品

       との競合等、依然として厳しい事業環境が続くものと予想されますが、住友金属鉱山㈱から

       の酸化アンチモン事業の営業譲受による増販・増産効果を確実なものとし、さらなる収益の

       拡大を図るべく、全社一丸となって取組む所存でございます。

　　　 　このような見通しならびに方針の下、平成17年3月期の通期業績につきましては、売上高

　　　 は前期比297百万円増加（11.0％増加）の3,000百万円、経常利益は前期比186百万円増加

　　　（178.8％増加）の290百万円、当期純利益は前期比97百万円増加（132.9％増加）の170百万

　　　 円と予想しております。
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2.　財務諸表等
(1)比較貸借対照表

　　　　　　期  別

　　科  目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額

（資産の部） ％ ％

1． 現 金 及 び 預 金 325,037 135,648 189,388

2． 受 取 手 形 71,182 100,999 △  29,817

3． 売 掛 金 885,477 716,576 168,900

4． 有 価 証 券 100,227 99,500 727

5． た な 卸 資 産 495,557 611,755 △  116,198

6． 繰 延 税 金 資 産 23,073 19,925 3,148

7． そ の 他 12,337 18,194 △  5,857

貸 倒 引 当 金 △　3,666 △　3,133 △  533

流 動 資 産 合 計 1,909,225 53.3 1,699,466 52.6 209,759

１． 有 形 固 定 資 産

(1) 建 物 476,181 485,706 △  9,524

(2) 構 築 物 50,277

(3) 機 械 及 び 装 置 376,873 316,056 60,816

(4) そ の 他 33,983 87,640 △  3,379

有 形 固 定 資 産 合 計 937,316 26.1 889,403 27.5 47,913

２． 無 形 固 定 資 産

(1) 営 業 権 113,358 － 113,358

(2) そ の 他 47,254 50,679 △3,425

無 形 固 定 資 産 合 計 160,613 4.5 50,679 1.6 109,933

３． 投 資 そ の 他 の 資 産

(1) 投 資 有 価 証 券 325,528 319,814 5,713

(2) 関 係 会 社 株 式 156,000 156,000 　     　－

(3) 繰 延 税 金 資 産 48,551 65,477 △  16,925

(4) そ の 他 48,003 52,153 △  4,149

貸 倒 引 当 金 　 　 　－ △ 2,400 2,400

投資その他の資産合計 578,083 16.1 591,045 18.3 △  12,961

固 定 資 産 合 計 1,676,013 46.7 1,531,128 47.4 144,884

3,585,238 100.0 3,230,594 100.0 354,644

　 　（単位：千円）

増　　　減

Ⅱ　固　定　資　産

資 産 合 計

当　　　期 前　　　期

（平成16年3月31日現在） （平成15年3月31日現在）

Ⅰ　流　動　資　産
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           期  別

    科 目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額

（負債の部） ％ ％

Ⅰ　流　動　負　債

1． 買 掛 金 187,248 89,008 98,240

2． 短 期 借 入 金 21,250 50,000 △  28,750

3． 未 払 金 64,018 13,580 50,437

4． 未 払 法 人 税 等 48,266 30,174 18,092

5． 未 払 消 費 税 等 13,710 10,793 2,917

6． 賞 与 引 当 金 47,476 46,032 1,444

7． そ の 他 35,040 23,751 11,288

流 動 負 債 合 計 417,011 11.6 263,340 8.2 153,671

1． 長 期 借 入 金 148,750 　　　　－ 148,750

2． 長 期 預 り 保 証 金 27,108 27,108 　　　　－

3． 退 職 給 付 引 当 金 189,498 178,754 10,744

4． 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 43,575 36,375 7,200

5． 金属鉱業等鉱害防止引当金 3,617 3,617 　　　　－

固 定 負 債 合 計 412,548 11.5 245,854 7.6 166,694

829,560 23.1 509,194 15.8 320,365

1,018,126 28.4 1,018,126 31.5 　　　　－

564,725 15.8 564,725 17.5 　　　　－

資　本　準　備　金 564,725 564,725 　　　　－

1,169,155 32.6 1,166,324 36.1 2,830

1. 利 益 準 備 金 104,512 104,512 　　　　－

2. 任 意 積 立 金 688,356 692,071 △  3,715

3. 当 期 未 処 分 利 益 376,286 369,740 6,546

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 12,648 0.4 △  19,654 △  0.6 32,303

Ⅴ　自  己  株  式 △  8,977 △  0.3 △  8,122 △  0.3 △  855

2,755,678 76.9 2,721,399 84.2 34,278

3,585,238 100.0 3,230,594 100.0 354,644

（単位：千円）

負 債 ・ 資 本 合 計

Ⅰ　資　本　金

Ⅱ　資　本　剰　余　金

Ⅲ　利　益　剰　余　金

資 本 合 計

増　　　減

Ⅱ　固　定　負　債

前　　　期

（平成16年3月31日現在） （平成15年3月31日現在）

当　　　期

（資本の部）

負 債 合 計
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(2)比較損益計算書

             期    別

    科    目 百分比％ 百分比％

Ⅰ 売上高 2,703,282 100.0 2,335,721 100.0 

Ⅱ 売上原価 2,186,035 80.9 1,793,376 76.8 

売上総利益 517,246 19.1 542,344 23.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 420,997 15.5 396,055 16.9 

営業利益 96,248 3.6 146,289 6.3 

Ⅳ 営業外収益

1. 受取利息及び配当金 16,709 13,755 

2. 有価証券利息 1,043 8,610 

3. その他 6,327 24,080 0.9 5,748 28,114 1.2 

Ⅴ 営業外費用

1. 支払利息 5,668 4,647 

2. 稼働休止資産費用 2,125 4,804 

3. その他 7,921 15,714 0.6 4,571 14,023 0.6 

経常利益 104,615 3.9 160,380 6.9 

Ⅵ 特別利益

1. 貸倒引当金戻入益 　　　　－ 1,982 

2. 固定資産売却益 294 　　　　－

3. 投資有価証券解約益 　  　　－ 353 

4. 投資有価証券売却益 43,502 43,797 1.6 　　　　－ 2,335 0.1 

Ⅶ 特別損失

1. 固定資産除却損 17,843 1,678 

2. 投資有価証券償還損 　  　　－ 378 

3. 投資有価証券売却損 87 13,652 

4. その他 35 17,966 0.7 　　  　－ 15,709 0.7 

税引前当期純利益 130,446 4.8 147,005 6.3 

法人税、住民税及び事業税 64,851 36,607 

△ 7,788 57,063 2.1 28,497 65,104 2.8 

73,383 2.7 81,900 3.5 

前期繰越利益 302,903 287,839 

376,286 369,740 

（単位：千円）

至平成15年 3月31日

金    額 金    額

当   期 前   期

自平成15年 4月 1日 自平成14年 4月 1日

当期未処分利益

至平成16年 3月31日

法人税等調整額

当期純利益
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(3)比較利益処分案
（単位：千円）

期  別　 当  　期 前  　期

自平成15年 4月 1日 自平成14年 4月 1日
　科　目 至平成16年 3月31日 至平成15年 3月31日

 Ⅰ当期未処分利益 376,286 369,740 6,546 

 Ⅱ任意積立金取崩額

   1.資産圧縮積立金取崩額 1,999 2,057 △  57 

   2.特別償却準備金取崩額 2,874 2,811 62 

　　 合　計 381,161 374,609 6,551 

 Ⅲ利益処分額

   1.株主配当金 65,038 65,052 △  14 

   2.役員賞与金 5,000 5,500 △  500 

   3.資産圧縮積立金 　　               　　－ 1,019 △  1,019 

   4.特別償却準備金 37 134 △  97 

 Ⅳ次期繰越利益 311,085 302,903 8,182 

（注）  1.資産圧縮積立金及び特別償却準備金の取崩額は、租税特別措置法に基づくものであります。
        2.株主配当金は、自己株式 21,854株分を除いて計算しております。

増　減
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重 要 な 会 計 方 針

期　別　 当  　期 前  　期

自平成15年 4月 1日 自平成14年 4月 1日
　項　目 至平成16年 3月31日 至平成15年 3月31日

1.有価証券の  (1)子会社株式  (1)子会社株式

  評価基準及 　移動平均法による原価法を採用しており 同　　　　　　左

  び評価方法 ます。

 (2)その他有価証券  (2)その他有価証券

時価のあるもの  時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価
差額は全部資本直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定)を採用してお
ります。

同　　　　　　左

時価のないもの  時価のないもの

  移動平均法による原価法を採用しており 同　　　　　　左

ます。

2.たな卸資産   総平均法による原価法を採用しており 同　　　　　　左

  の評価基準 ます。

  及び評価方
  法

3.固定資産の  (1)有形固定資産  (1)有形固定資産

  減価償却の 定率法を採用しております。 同　　　　　　左

  方法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

　　建物及び構築物　　　　7～50年

　　機械装置及び運搬具　　4～9年

 (2)無形固定資産  (2)無形固定資産

　定額法を採用しております。 　定額法を採用しております。

　なお、営業権については5年間均等償却を 　なお、自社利用のソフトウェアについ

採用しております。

　また、自社利用のソフトウェアについ に基づく定額法を採用しております。

に基づく定額法を採用しております。

 (3)長期前払費用  (3)長期前払費用

　定額法を採用しております。 同　　　　　　左

4.外貨建の資 　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為 同　　　　　　左

　産および負 替相場により円貨に換算し、換算差額は損

　債の本邦通 益として処理しております。

　貨への換算

　基準

5.引当金の計  (1) 貸倒引当金  (1) 貸倒引当金

  上基準 　一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

同　　　　　　左

　但し、平成１０年４月１日以降取得した
建物（建物附属設備を除く）は定額法を採
用しております。

ては、社内における利用可能期間（5年）

ては、社内における利用可能期間（5年）
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期　別　 当  　期 前  　期

自平成15年 4月 1日 自平成14年 4月 1日

　項　目 至平成16年 3月31日 至平成15年 3月31日

 (2) 賞与引当金  (2) 賞与引当金

 (3) 退職給付引当金  (3) 退職給付引当金

 (4) 役員退職慰労引当金  (4) 役員退職慰労引当金

 (5) 金属鉱業等鉱害防止引当金  (5) 金属鉱業等鉱害防止引当金

6.リース取引
  の処理方法

7.その他財務  (1) 消費税等の処理について  (1) 消費税等の処理について
  諸表作成の
  ための基本
  となる重要

  な事項  (2)自己株式及び法定準備金の取崩等に関す
 る会計基準

 (3)1株当たり情報

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜
方式によっております。 同　　　　　左

  「自己株式及び法定準備金の取崩等に関
する会計基準」（企業会計基準第1号）が
平成14年4月1日以後に適用されることに
なったことに伴い、当事業年度から同会計
基準によっております。これによる当事業
年度の損益に与える影響はありません。な
お、財務諸表等規則の改正により、当事業
年度における貸借対照表の資本の部につい
ては、改正後の財務諸表等規則により作成
しております。

  「1株当たり当期純利益に関する会計基
準」（企業会計基準第2号）及び「1株当た
り当期純利益に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第4号）が平
成14年4月1日以後開始する事業年度に係る
財務諸表から適用されることとなったこと
に伴い、当事業年度から同会計基準及び適
用指針によっております。なお、これによ
る影響については、「1株当たり情報に関
する注記」に記載しております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンスリース
取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。

同　　　　　　左

　従業員の退職給付に備えるため、当期末
における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当期末において発生している
と認められる額を計上しております。
  なお、会計基準変更時差異（△17,273千
円）につきましては、４年による按分額を
費用の減額処理しております。

同　　　　　　左

　役員の退職慰労金の支出に充てるため、
内規に基づく期末要支給額を計上しており
ます。

           同　　　　　　左

　従業員の賞与支給に充てるため、従業員
賞与の支給見込額のうち当期に帰属する部
分を計上しております。

同　　　　　　左

　金属鉱業等鉱害対策特別措置法に規定す
る特定施設の使用終了後における鉱害防止
費用の支出に備えるため同法第 7条第1項
の規定により、金属鉱業事業団に積立てる
ことを要する金額相当額を計上しておりま
す。

同　　　　　　左
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注　記　事　項
（貸借対照表関係）

当  　期 前  　期

自平成15年 4月 1日 自平成14年 4月 1日

至平成16年 3月31日 至平成15年 3月31日

1.有形固定資産減価償却累計額 1.有形固定資産減価償却累計額

                                 2,862,536千円                                  3,319,970千円

2.稼働休止資産の帳簿価額 2.稼働休止資産の帳簿価額

　　　　有形固定資産（機械装置）     　　　　有形固定資産（機械装置）   

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－千円　　   　                               12,102千円

3.授権株式数及び発行済株式総数 3.授権株式数及び発行済株式総数

　授権株式数　　  　普通株式　 　50,000,000株 　授権株式数　　  　普通株式　 　50,000,000株

　発行済株式総数  　普通株式　 　13,029,500株 　発行済株式総数  　普通株式　 　13,029,500株

4.自己株式 4.自己株式

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式　    当社が保有する自己株式の数は、普通株式　

   21,854株であります。    19,049株であります。

（損益計算書関係）

当  　期 前  　期

自平成15年 4月 1日 自平成14年 4月 1日

至平成16年 3月31日 至平成15年 3月31日

1.主な販売費及び一般管理費 1.主な販売費及び一般管理費

        　     運賃・保管料    　　101,049千円         　     運賃・保管料       104,328千円

               給与及び手当      　144,062                給与及び手当       139,782

               賞与引当金繰入額     12,053                賞与引当金繰入額    11,877

               福利厚生費　　　  　 19,417                福利厚生費　　　    17,444

               減価償却費           35,379　　  　                 旅費通信費　　  　  21,807

               旅費通信費           22,625　　  　                 賃借料              19,206

               賃借料               17,471 

2.一般管理費及び製造費用に含まれる研究開発費 2.一般管理費及び製造費用に含まれる研究開発費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,703千円 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 9,091千円
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（リース取引関係）

当  　期 前  　期

自平成15年 4月 1日 自平成14年 4月 1日

至平成16年 3月31日 至平成15年 3月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

　相当額及び期末残高相当額 　相当額及び期末残高相当額

　　（工具器具及び備品） 　　（工具器具及び備品）

　　　　　　取得価額相当額　    　  27,028千円 　　　　　　取得価額相当額　    　　23,472千円

　　　　　　減価償却累計額相当額　  17,640  　 　　　　　　減価償却累計額相当額　　12,551

　　　　　　期末残高相当額　　       9,388　　　 　　　　　　期末残高相当額　　　　　10,920

　　　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末 　　　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末

　　　　　　残高が有形固定資産の期末残高等に占め 　　　　　　残高が有形固定資産の期末残高等に占め

　　　　　　る割合が低いため、「支払利子込み法」 　　　　　　る割合が低いため、「支払利子込み法」

　　　　　　により算定しています。 　　　　　　により算定しています。

2.未経過リース料期末残高相当額 2.未経過リース料期末残高相当額

        　         １年内　　       5,287千円         　         １年内　　       4,694千円

                   １年超　　 　　　4,100                    １年超　　 　　　6,226

　　　 　　 　　　　 合計　         9,388     　 　　　 　　 　　　　 合計　     　 10,920　　

　　　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経 　　　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経

　　　　　　過リース料残高が、有形固定資産の期末 　　　　　　過リース料残高が、有形固定資産の期末

　　　　　　残高等に占める割合が低いため、「支払 　　　　　　残高等に占める割合が低いため、「支払

　　　　　　利子込み法」により算定しています。 　　　　　　利子込み法」により算定しています。

3.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 3.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

　相当額 　相当額

　　　　　　支払リース料  　    　   5,089千円 　　　　　　支払リース料  　    　　4,694千円

　　　　　　減価償却費相当額　       5,089　  　 　　　　　　減価償却費相当額　　  　4,694

4.減価償却費相当額の算定方法 4.減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす 　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

　る定額法によっております。 　る定額法によっております。

（有価証券関係：子会社株式）

当　期（平成16年3月31日現在）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

前　期（平成15年3月31日現在）

　子会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

　の内訳 　の内訳
　　繰延税金資産（流動）　　　　　 　　繰延税金資産（流動）　　　　　
　　　未払事業税　　 3,997 　　　未払事業税　　　　　   　 3,071
　　　賞与引当金繰入超過額　　 19,085 　　　賞与引当金繰入超過額    16,092
　　　貸倒引当金繰入限度超過額 － 　　　貸倒引当金繰入限度超過額 554
　　　その他有価証券評価差額金　 － 　　　その他有価証券評価差額金　  207
　　繰延税金資産（流動）計　　 23,083 　　繰延税金資産（流動）計　　 19,925

　　繰延税金負債（流動）　　　　　 　　繰延税金負債（流動）　　　　　
　　　その他有価証券評価差額金　 △9 　　　その他有価証券評価差額金　　 －
　　繰延税金負債（流動）計　　　　　　 △9 　　繰延税金負債（流動）計　　 －
　　繰延税金資産（流動）純額　　 23,073 　　繰延税金資産（流動）純額　 19,925

　　繰延税金資産（固定）　　　　　 　　繰延税金資産（固定）　　　　　
　　　役員退職慰労引当金繰入超過額　 17,517 　　　役員退職慰労引当金繰入超過額　　　 　 14,558
　　　退職給付引当金繰入限度超過額　 56,153 　　　退職給付引当金繰入限度超過額 42,634
　　　退職給付引当金（年金分）　　 11,495 　　　退職給付引当金（年金分）  14,227
　　　減価償却超過額　　　 － 　　　減価償却超過額　　　　 6,707
　　　ゴルフ会員権評価損　　 － 　　　ゴルフ会員権評価損　　　 5,683
　　　金属鉱業等鉱害防止引当金否認額 872 　　　金属鉱業等鉱害防止引当金否認額 866
　　　その他有価証券評価差額金　 76 　　　その他有価証券評価差額金　 12,854
　　繰延税金資産（固定）計　　 86,114 　　繰延税金資産（固定）計　　 97,531

　　繰延税金負債（固定）　　　　　 　　繰延税金負債（固定）　　　　　
　　　資産圧縮積立金　　　　　　 △25,616 　　　資産圧縮積立金　　　 △26,708
　　　特別償却準備金　　　　 △3,375 　　　特別償却準備金　　　　 △5,345
　　　その他有価証券評価差額金　　　 △8,570 　　　その他有価証券評価差額金　 －
　　繰延税金負債（固定）計　　　　 △37,562 　　繰延税金負債（固定）計　 △32,054
　　繰延税金資産（固定）純額　　 48,551 　　繰延税金資産（固定）純額　　 65,477
　　繰延税金資産合計　　　　　 71,625 　　繰延税金資産合計　　　　　 85,402

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
  との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と   との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
　なった主要な項目別の内訳 　なった主要な項目別の内訳
　　法定実効税率　 　 　　法定実効税率　 　　　　　 41.5%
　　（調整） 41.5% 　　（調整）
　　交際費等永久差異 　　　△2.1% 　　交際費等永久差異 　　　△1.2%
　　住民税均等割 3.6% 　　住民税均等割　  　　　　 3.2%

　　税率変更による期末繰延税金資産減額修正 1.1%
　　その他 0.7% 　　その他 △0.3%

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.7% 　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.3%

3.地方税等の一部を改正する法律（平成15年法律第9号）
  が平成15年3月31日に公布されたことに伴い、当期の繰
　延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成16年
  4月1日以降解消が見込まれるものに限る。)に使用した
  法定実効税率は、前期の41.5％から39.9％に変更され
　ております。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税
  金負債の金額を控除した金額）が2,072千円減少し、当
　期に計上された法人税等調整額が1,557千円、その他有
  価証券評価差額金が515千円、それぞれ増加しておりま
　す。

（単位：千円）
当  　期

至平成16年 3月31日

前  　期

至平成15年 3月31日

自平成15年 4月 1日 自平成14年 4月 1日
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（１株当たり情報）

当  　期

自平成15年 4月 1日

至平成16年 3月31日

１株当たり純資産額　　　　         211.46円 １株当たり純資産額　　　　      　208.74 円

１株当たり当期純利益金額  　　    　 5.25円 １株当たり当期純利益金額  　　    　5.86 円

　当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当

たりの当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）を適用しておりま

す。なお、前期と同じ方法により算定した場合の当

期の１株当たりの情報については、以下のとおりと

なります。

１株当たり純資産額　　　　    　　209.17 円

１株当たり当期純利益金額　    　　　6.29 円

(注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　 　2.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当  　期 前  　期

自平成15年 4月 1日 自平成14年 4月 1日

至平成16年 3月31日 至平成15年 3月31日

当期純利益（千円） 73,383 81,900

普通株主に帰属しない金額（千円） 5,000 5,500

（うち利益処分による役員賞与金） (5,000) （5,500)

普通株式に係る当期純利益（千円） 68,383 76,400

普通株式の期中平均株式数（株） 13,009,650 13,020,520

        以　　上

　　 役員の異動につきましては、平成16年4月23日に開示済みであります。

前  　期

自平成14年 4月 1日

至平成15年 3月31日

3．役員の異動（平成１６年６月２９日予定）

11


